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• 原子力事業の体制強化を目的に、原子力担当役員を長とする原子力部門と土木部門が一体となった
「原子力事業統括部」を２０１８年４月より設置。

• 新たな体制の下、両部門、発電所が一体となって新規制基準適合に向けた検討はもとより、泊発電所の
更なる安全性向上に向けた取り組みを強化。
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＜２０１８年４月以降の体制＞＜２０１８年３月以前の体制＞
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原子力建築グループ

土木部

原子力部長

原子力安全推進グループ

原子力リスク管理グループ

原子力部

自然事象に関する原子力リスクの分析・評価での連携
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泊発電所長

原子力部長

防災・安全対策室

地震、津波、火山活動の調査、研究、開発を実施

原子力リスクに対して必要な措置を
講じる等の安全対策を推進

原子力リスクの分析・評価を一元的に実施

○土木・建築分野を含め、原子力関係業務を一元的な
体制で実施

防災・安全対策室

泊発電所における安全性向上計画
（リスク評価を含む）の総括
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• 泊発電所ではプラントの運転状態を経験していない社員数が年々増加。
• 長期停止中においても、若年層を中心とした技術と知見を伝承するための活動を継続的に
実施し、社員の力量・モチベーションの維持・向上を図っている。
【活動の例】
 火力発電所における研修
・ 火力発電所運転確認実習（運転員） ・ タービン起動研修（保修員[機械]）
・ プラント起動・停止研修（保修員[制御] ）
 運転中他社原子力発電所における研修
・ 運転員実機体験研修 ・ 放射線管理員実機研修 ・ プラント起動実機研修
・ 化学分析員実機研修 ・ 炉心管理実機研修 ・ 出向派遣研修
 熟練者ノウハウの伝承
・ ノウハウのデータベース化 ・ 熟練者と若手のペアによる巡視点検

火力発電所における研修

プラント起動・停止研修（保修員[制御] ）
プラント起動時におけるパラメータ確認 4

プラント運転状態を未経験の社員数推移
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原子力の将来を担う若手社員が中心となり、誇りを持って使命を達成するにはどの様な姿勢であ
るべきか、４つのテーマを決め、それぞれのテーマに対する想いを「原子力ビジョン」として策定。

「改善文化の醸成」

「望ましい組織像」「個人の姿勢」

いつも、より良い方法を探し
実行しています。

そして、それを支えています。

組織や立場を越えてなかまと
たすけあっています。

家族や友人に胸を張れる
仕事をしています。

原子力ビジョン活動

一人ひとりのビジョンを
胸に組織全体を育て
果たすべき使命＝果実
の達成ができるように

致します。
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＜テーマに対するビジョン＞

「人材育成」

若い人材と中堅・ベテラン
社員が仕事を通じて共に
成長しながら、一人ひとりが
能力を発揮しています。

＜テーマに対するビジョン＞

＜テーマに対するビジョン＞＜テーマに対するビジョン＞

４つのテーマとそれぞれの「原子力ビジョン」

原子力ビジョン策定についての説明会において「改善できることを探していきたい」，「どんどん
（良い方向に）変えて行きたい」といった前向きな意見が多数出されており、モチベーション向上
に繋がっている。
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• 検査制度見直しに向けて、2000年からROP制度が導入されている
米国の状況を調査するため、ネブラスカ電力（NPPD）のクーパー
原子力発電所を訪問し、リスクマネジメント体制や、是正処置プロ
グラム（CAP）等について、NPPD社の幹部との意見交換を実施。

• この意見交換で確認できたNPPD社の取り組みについて、今後の
泊発電所におけるリスクマネジメント体制の構築などに役立てて
いく。

米国ネブラスカ電力（NPPD）への訪問

• 新たにアメレン・ミズーリ社キャラウェイ発電所とペアリング関係を構築。今後、相互訪問等を通
して良好な関係を築き、新しい検査制度に係る情報交換や、長期的には運転経験や組織運営な
ど幅広く情報交換を行い、安全性向上に役立てていく。

米国アメレン・ミズーリ社との技術交流

• これまで、ファーストエナジー社とのペアリング関係で技術交流を実施してきたが、同社が連邦
破産法１１条を申請したことにより、相互訪問による情報交換等の継続が困難となった。

米国ファーストエナジー社との技術交流



毎年度、訓練実績を反映して訓練中期計画を更新。更新した訓練中期計画に基づき訓練を行い、
事故収束活動に係る要員の力量向上を目指す。

訓練中期計画作
成と計画に基づく
訓練の実施、ERC
との情報共有能力
の強化

情報共有能力のよ
り一層の充実と訓
練回数増加による
対応能力強化

情報共有能力の
継続的向上と難易
度の高い訓練シナ
リオの採用による
対応能力強化

これまで積み重ね
た訓練実績に基づ
く対応能力の定着
確認と新たな課題
の抽出

訓練の網羅性確保と防災対応能力の維持・向上
• 災害発生の季節・時間などの異なる組み合わせや１０種類以上の施設敷地緊急事態や
全面緊急事態が発生する状況を想定し、事象進展予測や次善の策の検討が必要となる
難度の高いシナリオによる訓練の実施。

• 発電所対策本部－本店即応センター－規制庁緊急時対応センターにおける情報共有に
ついて、ＣＯＰ（共通状況図）を活用し「事故・プラントの状況」、「事故収束対応戦略」、「戦
略の進捗状況」を定期的に、かつ適切な情報を速やかに共有できるよう改善。

２０１９年度

２０１８年度２０１７年度２０１６年度２０１５年度

各年度における訓練の目標
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核セキュリティ文化醸成活動の責任者である社長が定めた、「核物質防護に関する指針」に基づ
く核セキュリティ強化に向けた活動を実施。

核セキュリティ強化に向けた活動

「一人一人の目がカメラ、
怪しい人を見逃すな、
防ごうみんなでテロ行為」

核物質防護設備制御システムへの不正ア

クセス（サイバー攻撃）を想定し，必要な手順

の確認や，治安機関との連携による現場対

応，規制機関や自治体への情報伝達につい

て訓練を実施。

「核セキュリティ文化醸成に関する

標語」 を広く募集。2019年度標語は社

員・協力会社員から集まった247件の

中から選定。

選定された標語は，啓蒙・定着を図

るため，発電所内や本店社屋に掲示。

教育や指針の携帯
核セキュリティ文化醸成に関する標語

２０１９年度最優秀標語

「核物質防護に関わる指

針」の浸透を図るため，所員

および協力会社員に広く周

知・教育。

また，「核物質防護に関わ

る指針」は意識付けのため

ポケットサイズにして所員に

配布。

サイバー攻撃への対応

指針の携帯
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標語掲示の様子（執務室）

標語掲示の様子（玄関前）



道民の皆さま

・オピニオン等訪問 ・広報紙
・泊発電所見学会

• 安全性向上計画を含む当社の取り組みについて、さまざまな機会を捉えて広くご意見を伺う取り組みを積み
重ね、地域の皆さまの声を反映。

• 2017年度から、毎年、泊発電所の安全対策等を含めエネルギーに関する様々な情報をお知らせする 「ほく
でんエネルギーキャラバン」を実施。

• 「安全の追求に終わりはない」との認識のもと、引き続き地域の皆さまの声に耳を傾けていく。

ご意見・ご質問情報提供，広報，説明

北海道電力

※ほくでんエネルギーキャラバン
コミュニケーション活動のひとつとして，泊発電所の安全対策等のほか，エネル
ギーミックスの必要性や再生可能エネルギーの導入状況等，エネルギーに関する
様々な情報をお知らせするイベントとして「ほくでんエネルギーキャラバン」を開催

ご意見

説明

後志管内20市町村の皆さま

・説明会・懇談会 （各種団体等）
・ほくでんエネルギーキャラバン※

ほくでんエネルギーキャラバンの様子

ご意見

説明

学識経験者
（大学関係者等）

日付 開催地

５月１９日 倶知安町

５月２２日 泊村

５月２３日 神恵内村

５月２５日 共和町

５月２６日 岩内町

６月７日 仁木町

６月９日 余市町

６月２２日 蘭越町

６月２３日 黒松内町

６月２６日 留寿都村

６月２８日 赤井川村

７月１０日 ニセコ町

７月２８日 真狩村

日付 開催地

７月３１日 小樽市

８月１日 京極町

８月２日 積丹町

８月３日 寿都村

８月４日 島牧村

８月２２日 古平町

９月１日 喜茂別町

2018年度実施状況

安全協定締結自治体
（北海道，岩宇4町村）

安全確認協定締結自治体
（北海道，後志管内16市町村）
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また、３号機非常用ディーゼル発電機不具合の情報提供遅れ等によって、地域、道民の皆さまに
ご心配をお掛けしたことの反省を踏まえて、迅速かつ丁寧な情報提供・情報公開に努めていく。

胆振東部地震発生時、お客さま及び関係自治体への停電に関する情報提供が遅れたことの反省
を踏まえ、SNSを用いた情報発信や北海道への非常災害情報伝達を新たに原子力防災訓練に
取り入れた。

ツイッターを用いた情報発信（模擬） ホームページのアクセス負荷を軽減するため
キャッシュサイトの立ち上げを依頼（模擬）

SNSなどを用いた情報発信訓練

伝達する情報内容
①非常災害態勢の発令・解除
②震度5以上の地震発生による被害状況
③毎正時断面の停電情報
訓練目的
上記内容を時宜を逸することなく、北海道へFAX
送信・電話連絡により情報伝達を行うこと。

北海道への非常災害（自然災害）情報伝達
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北海道への送信ＦＡＸ（例）



• マネジメントレビューのインプット改善によるガバ
ナンスの強化
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発生日 不適合 関連自然災害・異常気象

２０１８年 ６月１２日 管理区域入域時の警報付ポケット線量計の不携帯 －

２０１８年 ７月 ５日 ３号機原子炉補助建屋（非管理区域）における雨水浸入 平成30年7月豪雨

２０１８年１１月 ９日 ３号機非常用ディーゼル発電機Ｂ号機制御盤内リレー端子接続不良 －

２０１９年 １月２８日 緊急時対策支援システムへのデータ伝送復旧遅れ －

２０１９年 ２月 ９日 １，２号機消火設備の凍結による一部損傷 記録的寒波

• 安全性向上に向けた取り組みを進めてきたが、１年のうちに以下の不適合が発生。
• 自然災害や異常気象も発生。

• 問題を広く発見し、共有（上長－担当、
当社－協力会社、等）し、安全性向上
につなげる意識、仕組み作り

• 安全、リスクに対する意識高揚

• 新たな検査制度の導入も踏まえたRIDMの導入、
ＣＡＰの強化

反省・教訓
更なる取り組み

• 自然事象に対する取り組み
• 安全文化の醸成活動

従来からの継続的な取り組み



意思決定

泊発電所の活動に
対する確認・評価

リスク評価

是正処置プログラム(CAP)
設備対応 教育訓練を通じた改善 研究開発

・新知見情報の収集評価
・ PRAの活用

・ピアレビュー
・オーバーサイト
・原子力監査
・パフォーマンス指標

・リスク評価を踏まえたマネジメント
・継続的なマネジメント体制の強化

「リスク情報を活用した意思決定」（ＲＩＤＭ：Risk-Informed Decision Making）を発電所のマネジメン
トへ導入し、「自律的な安全性向上のマネジメントシステム」の構築を進める。

ＲＩＤＭを導入した自律的な安全性向上のマネジメントシステム 12

【ＲＩＤＭ導入前】
決定論的手法による評価を基に意思決定し、
自他プラントのトラブル等を是正することによる安全性向上。

【ＲＩＤＭ導入後】

確率論的リスク評価（ＰＲＡ）から得られるリスク情報を含めた様々な情報をもとに、
対策の優先順位を総合的に判断し、対策を実施することにより安全性を向上



• 内部事象や地震・津波ＰＲＡの開発及び高度化に継続して取り組む。

• プラントの弱点を抽出し、更なる安全性向上に資するような対策を立案するため、ＰＲＡを自ら実
施できる体制の構築、必要な要員を計画的に養成。

• リスク感受性向上のため、過去に実施した定期検査における機器状態を用いて、停止時リスク
モニタを活用したリスクの周知・理解活動を実施。

• 今後、3号機の再稼動までに出力運転時PRAモデルの高度化を進める予定。
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ＰＲＡの活用例（停止時リスクモニタ）

仮想の定検工程におけるリスク周知例

• 停止時リスクモニタによって過去に実施
した定検工程に対する炉心損傷頻度及
び炉心損傷発生に寄与する原因の組合
せと寄与割合を評価。

• 定期検査中を想定し、過去に実施した
定検工程に対するリスクの周知・理解活
動を実施。

• 日々のリスクの大・小を関係者で共有し、
リスクに対する感受性向上を図った。

ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＨＩＧＨ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ

ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ

ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ

ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ ＬＯＷ

リスク評価結果

炉心注水機能

ＬＯＷ

炉心損傷頻度

炉心状態

定量的
評価

定性的
評価

電源機能

崩壊熱除去（炉心）

ＬＯＷ

ＬＯＷ

ＬＯＷ

高温停止→低温停止 低温停止

ミッドループ運転開始



CAPシステムガイドライン

・情報入力の習慣付け
・業務における気付き（あるべき姿とのギャップや些細な事象）を入力
・情報入力者は泊発電所技術系社員を対象

● 暫定運用（2018年4月～）

・状態報告（CR）の様式変更、入力情報の拡大

・情報入力者を泊発電所事務系社員にも拡大

● 試運用（2018年10月～）

・スクリーニングの考え方、体制検討
・情報分析コードの検討

・情報分析手法の検討
・関連マニュアル案作成

CAPシステム本運用
（2020年4月～）

自ら問題を発見、解決し、再発防止、
未然防止を行い安全性向上を図る仕
組み（＝CAP）を構築・強化

Non-CAQ

CAQ

影響度高

影響度中

影響度低

リスク重要度も考慮
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これまでの取り組み

これからの取り組み

・情報入力者を、2019年4月から協力会社社員、
5月から本店社員にも拡大

不適合発生を
未然に防止



• 地震・津波・火山活動に関する新知見情報の収集、泊発電所に影響のある情報有無の確認、
火山活動に関するモニタリングを継続的に実施。今後は、地震波速度構造等の地球物理学的
な検討も実施。

• 悪天候が予想される日には、自然事象に起因する事故の発生を予防する目的で、泊発電所に
おける毎朝のミーティング（発電所長以下が参加）において、天候情報の共有や現場作業に対
する注意喚起を実施。

15

「日本の火山(第3版)」に基づき作成

0 50 100km

モニタリングや調査の対象火山 毎朝のミーティング



福島第一原子力発電所の事故や自然災害の経験を風化させない取り組みとして、継続的に以下

を実施。

• 安全文化の醸成に向け、経営トップが陣頭指揮をとり、発電所員および協力会社員が安全最優

先の価値観の共有に向けた活動を継続。

• 安全最優先の価値観の下、WANO/INPOの「健全な原子力安全文化の特性」等を参考に安全文

化のあるべき姿を行動指針として安全性向上を推進。今後、活動状況の見える化などを通して

評価・改善を図る。

• ＪＡＮＳＩ安全文化７原則に着目した外部評価を継続し、更なる安全文化の醸成に取り組む。

• 過去の事故や自然災害の経験を風化させない活動とともに、若い世代へ啓発する取り組みを継

続し、より一層リスクへの意識を根付かせる活動を推進。

社長による泊発電所での訓示
（2018.12.26）

安全文化の醸成活動教育資料 泊発電所幹部と若手社員との意見交換
（計7回/2018年度） 16



• 泊発電所の安全性向上に関する活動を将来にわたって計画的かつ着実に向上させるため、こ
れまで毎年策定していた安全性向上に関するガイドを、安全性向上計画として策定しマネジメン
トレビューのインプットの一つとして位置付け、取り組みを強化。

• トップマネジメントの直接的な関与のもと、組織全体として世界最高水準の安全性を目指し、着
実に活動を進める。

安全性向上

計画

各部署内でのＰＤＣＡ

各部署、部所長
レベルのＰＤＣＡ

取り組みの強化イメージ
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品質方針

社長が定める

品質目標

部長、所長が定める

実行計画

各課、Ｇｒ長が定める

マネジメント
レビュー

評価・指示

報告・改善

各部署内でのＰＤＣＡ

各部署、部所長
レベルのＰＤＣＡ

品質方針

社長が定める

品質目標

部長、所長が定める

実行計画

各課、Ｇｒ長が定める

マネジメント
レビュー

評価・指示

報告・改善

部長、所長
レベルのＰＤＣＡ

＜これまで＞
・安全性向上に関する品質目標等を
作成する際のガイドを作成

＜これから＞
・泊発電所の安全性に係る全ての業務を網羅した改善活動
全体をスコープとする安全性向上計画を策定
・安全性向上計画をマネジメントレビューのインプットの一つ
として位置付け
・マネジメントレビューで評価・改善
することによりトップマネジメントの
コミットメントを強化

安全性向上に

関するガイド



【活動性評価調査】
上載地層法により断層の活動性を評価するため、標高が高く原地形が残存している箇所において開削調査を実施。
【性状確認調査】
断層の性状（走向傾斜や破砕幅など）を確認するため、ボーリング調査を実施。
【地質構造確認調査】
断層を含む浅部の地質構造を確認するため、反射法地震探査およびボーリング調査を実施。

⇒追加調査により得られたデータに基づいて詳細な分析・検討を実施。

18

F-1断層(断層位置はEL.2.8mで記載)

活動性評価（上載地層法）調査予定範囲
『開削調査』

性状確認調査予定範囲
『ボーリング調査』

地質構造確認調査予定範囲
『反射法地震探査、ボーリング調査』
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調査項目

2019年

5月 6月 7月 8月 9月 10月

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

調査計画

a.活動性評価調査

b.性状確認調査

c.地質構造確認調査

調査結果とりまとめ

調査位置、数量などの詳細な計画については、できるだけ速やかにご説明。

ご説明

ボーリング調査

各種観察

反射法地震探査

開削調査

各種観察，各種分析・測定

解析，解釈

ボーリング調査

事前確認ボーリング調査等に
より，適地選定

各種観察

反射法地震探査結果との対比

19

ご説明



項目 主要な課題 対応状況等

地質・地質

構造

敷地内断層の活動性評価 ○説明中

○F-1断層開削箇所近傍の追加調査実施

基準地震動 積丹半島北西沖の断層による

地震動評価

○断層の方向について安全側の評価となるよう震源モデルを設定した地

震動評価を実施済

基準津波 日本海東縁部に想定される

地震による津波の再評価＊

○日本海東縁部に想定される地震による津波について、最新の知見、他

プラントの審査結果を反映した再評価を実施済

火山影響評

価

火山活動の可能性評価＊、

降下火砕物の層厚の再評価

○火山の活動性について、最新の知見、他プラントの審査状況 を考慮し

た評価を実施済

○降下火砕物の層厚については再度検討の上、ご説明

防潮堤 防潮堤の液状化対策方針等

の決定

○防潮堤については、埋立土の液状化評価及び基本構造を基準地震動・

基準津波の審査に引き続きご説明予定
20

• 5/15原子力規制委員会にて取り上げられた敷地内断層を含む地震・津波関連の主要な５つの

課題の対応状況は以下の通り。現在、敷地内断層の活動性評価をご説明中。

• これら５つの課題について、相互の関連を整理し、説明順序、説明時期などの説明方針を取り

まとめてご説明予定。

• 敷地内断層の活動性評価と直接関連しない、火山活動の可能性評価＊、日本海東縁部に想定

される地震による津波の再評価＊は、敷地内断層の活動性評価と並行して審査頂くことを希望。
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主要な課題については、
役員会議にて共有し、迅
速かつ適確な検討を進
め、進捗管理の強化を
図り、社長のリーダーシ
ップの下、真摯に対応

電中研、有識者、他電力、
ゼネコン、コンサルタント

原子力事業統括部長
原子力事業統括部長補佐

原子力事業統括部

原子力土木部長

原子力建築グループ

泊発電所長

原子力部長 原子力安全推進グループ

原子力リスク管理グループ

原子力土木第２グループ

原子力土木第１グループ地形・地質の専門
コンサルタント
（常駐）

助言・意見交換
現地調査など協力 密接に連携

役員会議

社長リーダーシップの下
・迅速かつ適確な検討
・進捗管理の強化

従来より泊発電所の適合性審査については、土木・建築分野
を含め、原子力関係業務を一元的な体制で実施（2018.4～）

他サイトで審査経験の
ある地形・地質の専門
コンサルタントが常駐
（予定）し、調査状況や
結果の評価などについ
て協同した体制で迅速
に各課題を検討

従来より電力中央研究
所や有識者のご意見を
伺うと共に、他電力との
意見交換、また、ゼネコ
ンからの出向協力など
を得ながら対応してきた
が、電力中央研究所や
有識者とこれまで以上
に密接に連携し、地質
に関わる課題に対応
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 原子力部門・土木部門および泊発電所が一体となって、泊発電所の安全性向上に
向けた取り組みを継続・強化してまいります。

 不適合の反省や災害の教訓も踏まえて、トップマネジメントの直接的な関与のもと、
より一層の安全性向上に向けた取り組みを着実に進めてまいります。

 新規制基準適合性審査については、以下の通り取り組みます。

• 敷地内断層については至近に追加調査に関する詳細な計画等をご説明

• 地震・津波の主要な課題については、相互の関連を整理し、説明順序、説明時
期などの説明方針を取りまとめてご説明

• 地震・津波の審査体制の強化

泊発電所の再稼働に向けてほくでんグループ全体、そして外部のご協力を得なが
ら総力を挙げて取り組んでまいります。



参考
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件 名 事 象 対 策

管理区域入域
時の警報付ポ
ケット線量計の
不携帯

訓練において要員2名が、通常と
は異なる場所から放射線管理区
域に入域する際に、警報付ポケ
ット線量計（APD）を携帯していな
かった。管理区域への入退域を
チェックしていた安全管理課員は、
訓練要員がAPDを携帯していな
いことを確認したものの管理区
域への入域を認め、訓練をその
まま継続させた。

以下の対策を実施する。
・管理区域境界扉等に、ガラスバッジ（GB)およびAPDを
着用すること等の遵守事項を掲示する。
・訓練時には、管理区域境界扉付近に配置している安全
管理課員が確認するまでは訓練要員が管理区域に入
域できないよう、「立入禁止テープ」により立入制限する
措置を講じる。
・訓練時の管理区域入域前に管理区域境界で訓練要員
のGBおよびAPDの着用を確実に実施できる方法を手
順書に反映する。
・教育を実施する。

３号機原子炉補
助建屋（非管理
区域）における
雨水浸入

原子炉補助建屋屋上のペントハ
ウスの屋外への配管貫通部のコ
ーキング不良箇所（サポートに隠
れる位置にあったコーキングの
隙間）から、ペントハウス内に雨
水が浸入し、一部が原子炉補助
建屋（非管理区域）に滴下した。
一部の機器に雨水の飛まつが
かかったが、当該機器は防まつ
仕様のため影響はなかった。

ペントハウス外部の配管貫通部に対する恒常的なコー
キング再施工に併せて、当該部のサポートについては
サポートと配管貫通部の隙間を設け、サポート上に雨水
が溜まり難い構造に変更した。

24
処置前 処置後



件 名 事 象 対 策

３号機非常用ディーゼル
発電機Ｂ号機制御盤内
リレー端子接続不良

３号機非常用ディーゼル発電機Ｂ号機（３Ｂ
－ＤＧ）点検後の試運転において、制御盤内
のリレー端子接続不良により、３Ｂ－ＤＧが中
央制御室から起動できなかった。

根本原因分析結果を踏まえて適切
な再発防止対策を行う。
（根本原因分析結果については、6
月中旬に報告書を取りまとめ、提
出予定。）
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端子接続不良



件 名 事 象 対策

緊急時対策支
援システムへの
データ伝送復旧
遅れ

点検作業により一時的に原子力規制庁
の緊急時対策支援システム（ERSS）への
データ伝送を中断することを原子力規制
庁へ連絡していたが、点検作業終了後に
データ伝送再開操作を行わなかったため、
点検予定表に記載の作業終了時間以降
もERSSへのデータ転送が再開されてい
なかった。

ERSSへのデータ伝送停止・再開が確実に行わ
れるよう以下の対策を実施。
・ERSSへの伝送停止および伝送再開の確認漏
れを防止するためのチェックシートを作成する。
・ERSSへの伝送状態を管理するための作業管
理票を作成し、伝送装置に伝送状態を識別表
示する札を貼付ける。
・執務室内に日々のERSS点検作業予定や伝送
状態を示した掲示板を設置する。
・関係者への教育を実施する。

１，２号機消火
設備の凍結に
よる一部損傷

消火加圧水ポンプを設置している部屋の
暖房を設備不調により停止させていたと
ころに、大寒波が到来し室温が－５℃ま
で低下、当該ポンプ内の水が凍結しポン
プが損傷した。
担当者・協力会社の暖房停止による凍結
リスクへの配慮不足から、当該ポンプ室
の暖房が停止中であることが所内に情報
共有されていなかったため、朝のミーティ
ングで寒波に対する注意喚起があったも
のの、対応に至らなかった。

以下の対策を実施する。
・所属長－担当－委託先の情報共有ルールを
関連するマニュアルに記載し明確化する。
・凍結リスクを考慮した室温管理などの凍結防
止に関わる教育を実施する。
・当社運転員によるパトロールにおいて、対象
設備の凍結リスクを考慮して外気温や室温の
確認を実施するほか、プラント全般の凍結リス
クを包括的に認識したうえでパトロールを行う
よう教育を実施する。
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北海道胆振東部地震における北海道全域停電の検証結果を踏まえた再発防止対策

停電発生時の対応

・ ブラックアウトを想定した全体訓練の実施
・ 対策本部を本店に設置できない場合（札幌直下
型地震を想定）の事業継続計画の検討 等

関係機関との連携

・ 北海道・自治体への情報提供基準の見直し
・ 土砂崩れ箇所への立ち入りを進めて行くため、北海
道開発局との連絡体制の強化 等

情報発信

・ アクセス集中へ対応できるよう、クラウドサービ
スを基本としたシステム

・ 大規模停電時のニーズを把握した情報内容の
整理 等

事故復旧対応

・ 電力間の応援車輌受入／派遣体制整備
・ 道路の寸断を想定し、ヘリコプター、ドローンの活用
・ 後方支援拡充に向けた関係機関との防災協定締結
等

移動発電機車による応急送電ボイラーの損傷（苫東２号機） 送電設備の損傷 配電設備の損傷

北海道胆振東部地震では、全道広域停電により、広く道民の皆さまに多大なご迷惑ご不便をお掛けしたことを、
改めて深くお詫び申し上げますとともに、この事象を決して忘れることなく、あらゆる機会を通じて、お客さまや
関係機関からのご指摘やご意見を伺い、電力の安定供給体制の強化を図ってまいります。


